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１． はじめに
「世界の工場」と呼ばれる中国の製造業が曲が
り角に差し掛かりつつある。２００８年ごろから顕
著になった人件費の高騰，リーマンショックそし
て EUの金融危機による国外需要の減速により，
低コストかつ大量生産で優位を保ってきたビジネ
スモデルそのものが変更を迫られているといわれ
る。外資企業の間では，すでに繊維製品や一部機
械部品の生産拠点の縮小や新規進出の見直しが中
国に直接投資をしてきた製造分野の外国企業の間
で起こっている。
今後の中国の製造業はどうなるのであろうか？
中国はその地理的な広大さと地域特色の多様性に
より，一つのイメージで語るのは困難である。製
造業についてもその通りであるといえる。地域ご
との製造業の実力，そして製品分野ごとの実力を
細かく見ていくことこそ，真の「中国の製造業」
の実力の実態把握に資すると考える。
本稿では，こうした観点から，中国の機械産業
の競争力について電子・電機に焦点を当てて，カ
テゴリー毎，地域毎に①純輸出力，②付加価値率，
③労働生産性を中国が世界貿易機関（WTO）に
加盟するまでの１０年間の推移から評価してゆく。
この時期は中国人民元の対米ドルレートがほぼ半
分になり，中国の価格面の輸出競争力が極度に高
まった時期である。例えば１９９０年の人民元の対
米ドルレートは１米ドル＝４．７８人民元であった
が，WTOに加盟した年の２００１年には１米ドル
＝８．２７人民元にまで約８０％以上減価している。
もちろん，この間は中国でもインフレ基調であり，
単純に為替レートがそのまま，輸出における価格
競争力に単純につながったとは考えられない。事
実，中国のマクロ経済は「通貨切り下げ→インフ
レ→切り下げ→インフレの悪循環」（１９７８年～
１９９３年），「インフレだが逆に若干の通貨切り上
げ状態（１９９５年～１９９７年）」，「デフレで通貨安定，
但しアジア諸国の通貨が下がっており，実質切り
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上げ状態」（１９９８年～）というように変化してお
り，複雑な状況が続いている（図表１）。
したがって，本稿では，一応こうした為替変動
要因を議論の外に置き，最初に純輸出の動向を押
さえながら，つぎに純粋に生産額，労働生産性，
付加価値の変化を製品別，地域別に概観し，その，
大まかな特徴を提示しようとするものである。
２．２０００年前後の中国の電機・電子産業
２０００年初頭に中国を「世界の工場」として有
名たらしめたのは，雑貨，繊維製品，電子電機機
械であった。例えば２００５年現在でカラーテレビ
生産は約８２００万台，携帯電話３億機突破など複
数の分野で生産量が世界一になっている。エアコ
ンも世界の生産量の７０％が中国で生産されてい
る。国内市場においてもほぼすべての分野で販売
量，市場シェアとも外資メーカーのブランドを上
回り，国産ブランドの優位な地位が確立した。
しかし，同時にその膨大な生産量を可能にした
背景には生産能力の過剰な構築がある。例えば，
当時，カラーテレビを生産する電機メーカーは
１９８０年代には６０社弱であったが，２０００年初頭に
は２００社以上にまで増加している。電子電機製品
の市場は売り手市場から買い手市場に転換し，さ
らなる価格破壊とシェア拡大競争が激化していた。
利益の大半が生産規模の拡大のための設備投資に
充当されていたのである。
その結果，中国メーカーにおいては製品の同質
化と製品開発の停滞が深刻化した。さらに，より
短期間で生産設備を拡大し，製品の同質化のジレ
ンマから逃れるために海外メーカーを含めて，ユ
ニークな技術や製品ラインを持つ企業の買収や戦
略の提携に走っている。
１９９８年にカラーテレビ分野においては多くの
地場メーカーは赤字状態に突入し，中国政府（当
時：電子工業部）は行き過ぎた価格競争とシェア
獲得競争に警鐘を鳴らした。M&Aを通じた業界
再編も顕在化し，２００５年に美的（広東省の電子電
機メーカー），長虹（四川省の電子・電機メー
カー），海信（山東省の電子・電機メーカー）など
による大掛かりな買収が行われた。２００１年１２月
に中国は世界貿易機関に加盟し，２００４年頃には
外国メーカーが独自の流通網を構築することがで
きるようになるにつれて，外国企業は，最新機能
をもつ「世界標準」モデルを投入し，高価格帯分
野は外資ブランド間の競争が激しくなった１）。沿
海都市の高所得層はそうした目新しい外資ブラン
ドに飛びつき，結果として多くの中国地場メー
カーは中・低価格帯でのさらなる価格競争に追い
やられていった。利益の縮小に苦しむ一部の家電
メーカーは市場の急速の拡大が起こっていた携帯
電話などへの新規参入を行った。TCL（広東省），
KONKA（広東省），海彌（山東省），海信（山東
省）等の大手の地場メーカーもその例外ではな
い２）。
但し，中国企業も研究開発を全く行っていな
かったわけではない。例えば２００３年度，海彌は
売り上げに占める研究開発費比率は４．８％，TCL
は３．４％，海信は３．６％となっている３）。これは
日本メーカーの１０％前後と比べてまだ低い水準
であるものの，海彌は日本の三洋電機からの技術
導入，TCLは松下電器（現パナソニック）やオ
ランダのフィリップスからの技術導入を，それぞ
れ提携によって図った。ちなみに産業用通信機器
分野では中国のトップ企業であり，途上国市場に
図表１
中国人民元の対米ドルレートの変遷（１９７８年～２００１年）
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おいても日本電気や富士通のシェアを奪って躍進
する中国地場企業，華為（深セン）が１４．７％の売
上高研究費比率を実現するなど，大きな研究開発
費を支出していた。
また，メーカーによっては利益率の低さに耐え
かねて，全くの異業種，例えば，自動車産業に参
入する企業もあった。２００２年前後，自動車分野
に進出した家電企業には春蘭（江蘇省），波導（寧
波），美的（広東），新飛（広東），奥克斯（寧波）
がある。電池メーカーの BYDは電気自動車でこ
の分野に参入した。しかし，多くは成功せず，奥
克斯（寧波）はわずか３年後の２００５年に撤退を
表明した。BYDを除いてはリーマンショックの
２００８年から２０１０年頃までに撤退した模様である。
こうした時期の中国の電子・電機産業の「競争
力」を以下で検討する。
３． 中国電子・電機製品の「競争力」の検討
まず始めに，中国製品の「純輸出」を検討する。
ここでの純輸出は「輸出額―輸入額」と定義する。
電気・電子機械において，対米純輸出は急速に拡
大しているものの，対日純輸出，対 ASEAN純輸
出は急減している。これは国内企業，外資企業と
もに日本，ASEANから基幹部品，中間財，生産
機械の輸入が増加し，純輸出のマイナス幅が拡大
したものと思われる。また，これには１９９８年以
降のマイナス拡大は日本および ASEAN向けの需
要を急減させたアジア通貨危機の影響も推測でき
る。米国向けの完成品については，もともと部品
の輸入が少ないこともあり，そのまま，価格競争
力で強みを発揮できる米国市場への輸出が順調に
拡大した（図表２）。
次に，「生産額」と「付加価値」，「生産性」と
「付加価値」の関係を検討する。
ここでは，１９９４年から２００１年までの７年間の
生産額の変化と付加価値の変化の関係，そして同
期間の生産性の向上と付加価値の変化の関係を主
要な地域別に分析した。
まず，「生産額」と「付加価値」を考える（図
表３）。全体的に生産額が上がるほど，付加価値
率が増加する地域と，付加価値が減少する地域に
分かれる。しかし，生産額が「大きく」伸びる地
方はおおむね付加価値が増加傾向にあるのに対し
中国の電機・電子機械の純輸出
図表２
出所：中国機械工業年鑑２００３年版から筆者作成
中国電機産業の競争力向上の転換点
55
35
（％）
30
25
20
15
10
5
0
0 200 400 600 800
工業生産値（億元）
1000 1200 1400 1600
?????
北京
北京（1994）
福建（2001）
福建
（1994）
湖北（2001）
湖北
（1994）
遼寧（1994）
遼寧（2001）
浙江（1994）
浙江（2001）
江蘇（1994）
江蘇（2001）
広東（1994）
広東（2001）
山東（1994）
山東（2001）
天津（1994）
天津（2001）
上海（1994）
上海（2001）
広東
浙江
福建
天津
江蘇
遼寧
山東
上海
湖北
35
（％）
30
25
20
15
10
5
0
0 50 100 150 200
１人当たりの生産額（千元）
250 300 400350 450
?????
北京
広東
浙江
福建
天津
江蘇
遼寧
山東
上海
湖北
広東（1994）
広東
（2001）
浙江（1994）
浙江（2001）
福建（1994）
福建（2001）
天津（1994）
天津（2001）
江蘇
（1994）
江蘇（2001）山東（1994）
上海（1994） 上海（2001）
北京（1994）
遼寧（1994）
湖北（1994）
湖北（2001）
遼寧（2001）
北京（2001）
山東（2001）
中国の電気機械の生産性と付加価値率
図表４
中国の電気機械の生産額と付加価値率
図表３
出所：中国機械工業年鑑２００２年版から筆者作成
出所：中国機械工業年鑑２００２年版より筆者作成
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中国電気機械の地域別の海外資本比率と生産性（２００１年）
図表６
中国電気機械の地域別の海外資本比率と付加価値率（２００１年）
図表５
出所：中国機械工業年鑑２００２年版より筆者作成
出所：中国機械工業年鑑２００２年版より筆者作成
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て，生産額が「微増」の地方は付加価値率を急減
させている。江蘇，浙江，広東は前者であり，生
産額の増加に伴って付加価値率も伸びている。遼
寧，天津にははっきりとした後者の傾向が表れて
いる（図表３）。福建は生産は微増だが，付加価
値率は伸びているので，例外的な傾向を示してい
る。
次に労働生産性と付加価値の関係の変化につい
てみると，多くの地域で生産性は大きく伸びても
付加価値は横ばいないしは微減の状態である（図
表４）。但し，浙江は生産性の伸びと共に付加価
値も伸びていることがはっきりと出ている。広東，
江蘇，福建も同じである。他方，遼寧は生産性が
相対的に低い伸びにとどまっており，付加価値は
急減している。山東と天津は生産性が大きく向上
しているが付加価値は減少している。
後述の外資企業との関係の検討で分析するが江
蘇，浙江，広東は外資企業の進出が盛んな地域で
あり，そうした外資企業が外国の生産設備と生産
技術を持ち込んで，生産性を向上させるとともに，
付加価値をもたらす機能とブランドを伴う製品を
これらの地域に導入した影響が表れていることが
示唆されているものと考えられる。
次に外資企業の進出比率と「付加価値」，「生産
性」の関係を地域別に検討する（図表５，６）。こ
こでは，やや，あいまいながらも，海外資本の進
出が多いほど付加価値の高い製品が製造できる傾
向が見られる。また，労働生産性においても，海
外資本の進出が多いほど，生産性が高まる傾向に
ある。海外資本との関係では「付加価値」の方が
そうした傾向がより強く出ていると言えよう。
上海，江蘇，広東，浙江などがそうした典型的
な地域であることがわかる。他方，北京は外資比
率が高い程，付加価値率が高いということを示唆
する地域の一つだが，生産性は他の地域に比べて
相対的に低く，上海，江蘇，広東，浙江が示す傾
向と異なっている。遼寧も外資比率が高い割には
生産性がかなり低い水準にあり，北京と同様な傾
向を示している。
４． 結語に代えて
以上の検討を踏まえて，中国の電気機械分野を
付加価値に対する利益率（％），生産額に対する
付加価値率（％）に注目し，さらに「交通運輸機
械」と比較してみたものが図表７である。２０００
年当時における中国の電気機械の生産額に対する
付加価値率は２３．１％である。その付加価値に対
する税引き前の利益率は２２．８％である。この水
準が高いか低いかを議論するために同様な分析を
交通運輸分野（二輪車，四輪車等）と比べている。
交通運輸の生産額に対する付加価値率は２５．６％
であるのに対し，その付加価値に対する税引き前
の利益率はわずか１０．５％である。
交通運輸機械は「付加価値」÷「生産額」が表
す生産現場の付加価値率では電機機械と同様なパ
フォーマンスを実現できるが，それを企業として
の税引き前利益に結び付ける力においては電機機
械に劣っているといえよう。それは生産という機
能の問題ではなく，企業の運営の問題であると言
えよう。
この時期，中国はWTO（世界貿易機関）への
加盟に伴い，それまでの外国完成車輸入へ課して
いた関税率８０－１００％を２５％までに段階的に削
減しており，その過程で国内メーカーの価格競争
が始まっていた。１９９０年代後半から価格競争が
始まっていた電気機械業界は既述の通り，産業の
再編がすでに起こって久しく，企業の体質が強化
されていたが，交通運輸では自動車業界をはじめ
として政府に守られた巨大国有企業の寡占体制が
できており，国有企業の微温的な経営が依然とし
て残存していたと想像することができる。
すなわち，電機は安売り競争を経て体質強化が
図表７
中国機械メーカーの付加価値と利益（２０００年）
分野 生産額
付加
価値
税引前
利益
利益／付加
価値（％）
付加価値／生
産額（％）
電気機
械
５８３１ １３４８ ３０７．５ ２２．８ ２３．１
交通運
輸機械
４６５９ １１９３ １２５．１ １０．５ ２５．６
出所：中国統計適要２００１年より，筆者作成
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行われ，付加価値を一定程度維持できる態勢に
入っていたが，他方，交通運輸は外国勢の中国市
場進出拡大による価格競争と販売費の拡大により，
付加価値に占める利益水準に苦しんでいたのであ
る。
ただし，全般的に電気機械，交通運輸機械とも
に設備投資拡大による原価償却費の増加により収
益の圧迫にも苦しんでいたことや，また，外国企
業との提携の際に起こる中核部品（キーコンポー
ネント）の輸入の増加や技術移転にかかわる費用
の増加（イニシャルペイメントやランニング・ロ
イヤルティ）によって重圧がかかるといった課題
を抱えていたことは同様であったと思われる。
しかし，こうした状況に地域的な格差が表れて
いることは注目に値する。電機分野においては，
この時点で，まだ多くの地域でおおむね付加価値
よりも生産性の向上に重点が置かれているといえ
るものの，一部地域のみに付加価値の向上が明ら
かにみられ，中国の電機分野で独自の競争力が構
築されつつあるという兆しが見える。この意味で
２０００年前後は中国の電子・電機機器の競争力に
おいて，大きな飛躍をする企業とそうではない企
業の格差の拡大という転換点でもあったのではな
いかと思われるのである。
なお，以上の生産額，生産性，付加価値の地域
別の分析は母集団の数の制約，中国の統計におけ
る「付加価値」，「労働生産性」のそれぞれの定義
が我が国のそれと必ずしも一致しないため，日本
企業との単純な比較を行うことは難しい。すなわ
ち，統計的に有意であるとするには「必要十分」
ではないということに留意する必要がある。
注
１） 例えば，液晶テレビ，プラズマテレビの投入である。
２） 携帯電話事業もやがて価格競争が進行し，中国政府
（国家発展改革委員会）が懸念を表明することになる。
３） 中国電子工業年鑑，２００４年。
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